〔講演〕 「法」を学ぶということの意義 -一憲法学徒の断想- by 佐藤 幸治
講　演（佐藤）　　179
はじめに
　過分のご紹介に与り恐縮しておりますが、佐藤でございます。こういう会にお
招きいただき大変光栄に存じます。
　この輝かしい優れた伝統をもつ早稲田大学法学部にご入学されましたこと、ま
ことにおめでとうございます。そして一法学徒として、法学にかかわりのある世
界に皆さんをお迎えしたことを心からうれしく思います。
　近江幸治先生からお話がありましたとき、私は講演は得手ではなく、年齢の関
係もあって、躊躇したのですが、新入生歓迎を中心とする会で自由に話していた
だければよいといわれ、若い皆さんの前に出ることで私の方がエネルギーをもら
えるのではないかとも思い、結局お引き受けさせていただいたような次第です。
どこまでご参考になるようなお話ができるか自信がありませんけれども、自分の
若い頃のことも若干振り返りながら、一憲法学徒として最近思っていることの一
端をお話し申し上げたいと存じます。
Ⅰ　人生における「学部時代」の重要な意義
　自分を振り返ってみて、「学部時代」というのは、社会をどのように捉えるか、
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その社会において自分はどのような生を築いていくか・いけるかを真剣に考え、
覚悟といったようなものの基礎を形作る、そういう人生における極めて重要な時
期・段階ではないかと思います。
　もとよりそれは幼少年期、高校時代の生のあり様の延長線上にあることはいう
までもありません。自分のことを語ることは気恥ずかしいのですが、私は昭和12
（1937）年に新潟県の蒲原平野の一農村で生まれました。そして少年の頃の遠足
で良寛さんが過ごされた国
く
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といいます）を訪れたときの
強い印象が、研究生活を含めて今に至る私の人生に大きな意味をもつことになり
ました。それには、新潟高校時代に国語（漢文）を教わりクラス担任でもあられ
た渡辺秀英先生の存在が決定的でした。先生は良寛研究の重鎮で、特に卒業後い
ろいろな機会に良寛の世界へと誘って下さった文字通りの恩師です。
　良寛については多くの本が書かれていますからご存知の方も少なくないと思い
ますが、良寛は1758年に越後の出雲崎に生まれ、22歳で得度、岡山の円通寺で修
業し、師の大忍国仙から印可（悟りを開いたことの証明認可）を受けるのですが、
師の死去とともに円通寺を去り、各地を行脚、39歳で越後に帰り、行乞（僧侶の
乞食）の生活の中で、多くの詩歌、漢詩、書を残し、1831年に74歳で世を去った
人物です。
　何故良寛に惹かれるのか。良寛は私のごときが到底望みえない高み
4 4
と厳しさ
4 4 4
を
もった“遠い”存在ですが、それでいて親しみをもって心に宿し、折に触れて生
きる勇気を与えてくれる不思議な存在なんです。良寛については最後にまた一言
しますが、ここで申し上げたいのは、「人」との出会いの意味です。良寛さん、
そして渡辺先生との出会いは、偶然といえば偶然としかいいようがないのです
が、この年齢になりますと、全くの偶然とはいい切れない「何か」を感じるんで
すね。そういう人生の不可思議に少し思いを致していただければと考え、つい余
計なことを申してしまいました。
　それで引き続き自分のことを語って恐縮なんですが、高校卒業の年の昭和31
（1956）年のハンガリー動乱（スターリン体制に反対した市民蜂起がソ連軍の戦車で
鎮圧された事件）の衝撃も大きく関係していたのですが（それまでソ連は何か“理
想国”のように思うところがあったのでしょう）、私は大学入学後のいわばエアポケ
ットに落ち込んだような精神的空白状態─いってみれば一種のノイローゼです
ね─の中で、文字通りの乱読の日々を過ごしました。文学、哲学、歴史、評論
等々、手当たり次第に読み耽りました。中には戦争に関する本もあり、例えば日
本軍のインパール作戦（北ビルマからインド北東部のインパールに進攻）の余りの
無謀・無責任・悲惨に日本人（否、人間）についての絶望感のようなものを抱い
たのを今でもはっきりと記憶しています。
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　 2回生になり、法学専門科目の履修がはじまりました。当初は全く知らない用
語や概念に大変戸惑いました。これは当然といえば当然なことなのですが、一つ
一つの理解を積み重ねていく中で、次第におもしろくなり、 2回生終りの期末試
験を終えると何か自信のようなものが生まれ、その頃には精神的空白感も随分薄
らいでいました。法学を勉強するかたわら時間さえあれば依然として様々な種類
の本を読み漁っていましたが、いずれ法の理解に役立つであろうという思いもあ
りましたけれども、 1回生のときの習慣でそうした読書自体が楽しくてならなか
ったということだと思います。
　 4回生になり、卒業後どういう道に進むかにいろいろと迷うことになります。
研究者への道も考えましたが、結局、当時の住友銀行に就職しました。銀行の仕
事は結構おもしろい面があると思ったのですが（今の銀行はどうかよく知りません
が）、次第に法学、中でも憲法学を本格的に勉強してみたいという気持が強くな
り、 1年 2カ月で母校に助手として戻ることになります。
Ⅱ　法学部で法学を学ぶことの意味
　皆さんは、どのような考え・動機で法学部に入られたのでしょうか。今はどう
かよく知りませんが、かつてはよく「法学部出は潰しがきく」というようなこと
がいわれておりました。好意的に受け止めれば、卒業していろいろな分野に進ん
でも、それなりに十分にやれるだけの素地・資質を身に付けられるということで
はなかったかと思います。自分を振り返ってみても、そう明確な目的・動機で法
学部に入ったわけではなく、法学部に入って一通り勉強すればまあ何とかなるだ
ろうといったかなりいい加減な漠然とした気持であったというのが正直なところ
です。
　それはそれとして、法学部での法学教育の目的・趣旨としてよくいわれてきた
のは次のようなことでした。それは、法的思考能力、“リーガル・マインド”が
身に付くようにすることである、条文や判例・学説などを細かく覚えさせること
ではなく、“Think like lawyer”つまり法律家のごとくものを考える力を身に付
けさせることである、と。大まかにいえば、それは必ずしも間違っているとは思
いませんけれども、何か雲をつかむようなところがあることは否めません。
　この点、京都大学で同僚であった田中成明さんは、同じような印象を表明しつ
つ、“リーガル・マインド”に関する法学者・法律家の説明で共通する特徴とし
て、次のような要素をあげておられます（『法学入門〔新版〕』〔有斐閣〕）。
　　 　①　問題発見能力（紛争などに直面した場合に、錯綜した状況を整理して、法
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的に何が問題かを発見する能力）
　　 　②　法的分析能力（法的に関連のある重要な事実・争点を見抜く分析能力）
　　 　③　適正手続感覚・問題解決能力（関係者の言い分を公平に聴き、適正な手
続を踏んで、妥当な解決案を示す能力）
　　 　④　法的推論・議論・理論構成能力（適切な理由に基づく合理的な推論・議
論によって、きちんとした法的理論構成をする能力）
　　 　⑤　正義・衡平感覚（正義・衡平・人権・自由・平等などの法的価値を尊重す
る感覚）
　　 　⑥　バランス感覚（全体的状況を踏まえて各論拠を比較衡量し、バランスのと
れた的確な判断を示す能力）
　　 　⑦　社会的説明・説得能力（思考や判断の理由・過程・結論などを、関係者
や社会一般に向けて説明し説得する能力）
　いきなりこういうことを申しますと、皆さん、特に新入生の皆さんは、「そん
なこと、大変だ」と意気阻喪されるかもしれません。この点は、田中さんの言葉
を借りれば、“リーガル・マインド”は「法による正義の実現のために法律家が
備えるべき理想的資質」のことであって、その趣旨は、法令や判例・学説につい
ての単なる専門技術的知識（knowledge）ではなく、その知識を具体的特殊的状
況の中で正義の実現のために臨機応変に活用する実践的知恵（wisdom）が大事と
いうことなんだ、というように受け止めていただきたいと思います。
　本学の笹倉透夫さんが、「法的思考はどこから法的か」と題する魅力的なエッ
セイでおっしゃっていることなんですが、法学部に入って最初は沢山の法概念・
条文・法理・法理論などの一定の知識をとにかくしゃにむに身に付けなければな
りません。これは、どの分野に進んでも新参者が暗中模索で通らなければならな
い「関門」です。そしてこの「関門」を通り抜けてしまえば、笹倉さんもおっし
ゃるように、後は各人の教養や生活上の知恵なども活かしながら長い「習熟」の
道程を歩んでいけばよい、ということであると思います。
　先に触れた田中さんの“リーガル・マインド”論に、「法による正義の実現」
という言葉がありました。「法」と「正義」とは密接な関係にあります。ただ、
「正義」という言葉は、いろいろな意味・内容をもった厄介な事柄であります。
　この「法と正義」の問題を考えるにあたって、まず「法」とは何かを述べるの
が事の順序ですが（「法」にはそれ独自の存在理由があります）、ここでは、「法」と
はその内容を明確に認識でき、濫りに変更されない（規定や解釈が濫りに変更され
ない）という性質をもつルールである、としてこれを大まかな前提とすることに
します（ルールが簡単に変るようだと恣意そのものになりますし、無条件に硬直化する
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とまた問題が生じます）。
　さて、従来、「法」と関係する「正義」について、形式的正義、実質的正義、
手続的正義などが説かれてきました。形式的正義とは、「等しきものは等しく、
等しからざるものは等しからざるように扱え」といった表現に象徴されるもので
す（ルールの存在、そのルールの一般性と公平な適用）。実質的正義とは、法令の内
容や判決などの具体的決定の正当性を評価する実質的基準のことです。手続的正
義とは、法的決定に至る手続過程を問題とするものです。
　特に難しいのは実質的正義です。時代とともに変る面をもつ難しい事柄です。
現代についてごく概括的にいえば、20世紀半ば頃までは、諸立場を越えて妥当す
る客観的な価値は存在しないとする価値相対主義（価値主観主義）やそれと親和
的な“最大多数の最大幸福”を説く功利主義が支配的でありました。
　それを大きく変える実質的正義論の地平を切り拓いたのが J・ロールズの「公
正としての正義」論であり、それをベースとするR・ドゥオーキンの「平等の配
慮と尊重への権利」論でした。このリベラリズム正義論は平等主義的で福祉国家
的志向をもっていますが、これを非として徹底した個人の自由・自由競争市場を
求めるリバタリアニズム（自由至上主義）が新自由主義の名の下に台頭する一方、
リベラリズム正義論の個人主義的傾向の問題を厳しく批判する「共同体主義（コ
ミュニタリアニズム）」（M・J・サンデル）が強力に主張される、といった状況にあ
ります。
　こうした問題は、本学部で開設されている法哲学などの授業で勉強していただ
きたいと思います。私は、次に述べる立憲主義の史的展開と日本国憲法の位置づ
けに関連して、基本的にリベラリズム正義論に惹かれるものがあるとだけ申して
おきたいと思います。
　先ほども示唆しましたように、法学部で法学を勉強するといいましても、自己
の人生のあり方を考える、広い教養を身に付けるということも大変重要なこと
で、それらも期待されているわけです。ですから、 4年間という学部時代に法学
を勉強するといってもやれることには自ずと限界があります。ただ、そうだとし
ても、法学部出身者がこれまで企業や官庁などを含む実に様々な分野で大きな実
績をあげてこられたことは、法学部での教育が貴重な意義をもっていることを実
証しているのではないかと考えています。
　早稲田大学の法学部には多様な科目が開設され、多彩な教授陣が控えておられ
ます。皆さんは、そうした先生方と出会い、友達と議論をしながら、基本的な法
概念やそれらの相互関係などを正確に理解し、法的思考の特質に親しむように努
めるとともに、国家・社会のあり方に広い関心と洞察する力を育んでいただきた
いと願っています。
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　最後にもう一つ大事なことを申し上げておきたいと思います。皆さんの中から
プロフェッションとしての法律家を目指す人がどんどん出てきて欲しいというこ
とです。先ほど“リーガル・マインド”に関連して「理想的な法律家像」に触れ
ました。本当に魅力的な職業ではないでしょうか。司法制度改革審議会意見書
は、法律家（法曹）を「国民の社会生活上の医師」と位置づけました。そしてそ
うした法律家（法曹）が、自由で公正な社会の基盤を成す「法の支配」、次に申
し上げる立憲主義体制を支える枢要な存在であることを強調しておきたいと思い
ます。このような法律家（法曹）の養成のための本来あるべき高等教育機関とし
て設けられたのが法科大学院（ロー・スクール）なのです。研究者と実務法律家
が共同して、プロフェッションとしての法律家（法曹）の養成に当たる大学院で
あり、本学の法科大学院はその趣旨を踏まえた特色のあるものにしようと懸命な
努力を傾けてこられました。そこでのインテンシブな教育を受けた視野の広い、
奥行きの深い法律家（法曹）へと巣立っていただきたいと心から願っている次第
です。
Ⅲ　現代国家における「憲法」（「立憲主義」）の意義
　憲法は「根本法」として国家・社会のあり方を規定する法であることは、皆さ
んご存知の通りです。今日ここで現代国家における「憲法」（「立憲主義」）の意義
についてお話しようというのは、私が憲法学徒だからということもありますが、
特に次のような理由によるものであります。
　現代立憲主義と呼ばれる現代の憲法の姿は、第二次世界大戦という未曽有の悲
劇とそれへの痛切な反省から生まれたものですが、今、世界でも、そして日本で
も、この立憲主義体制の維持に危機感を抱かせるような様々な事象が生じている
こと、これがその理由です。
　確かに、新自由主義の名の下に進行する事態はグローバリゼーションの問題と
限界を暗示するところがあり、その問題と限界をどのように制禦し解決していく
かは喫緊の課題であると思います。また、“テロと難民”の問題に象徴される事
態は、従来にない緊張を立憲主義体制に突き付けていることは否定できません。
　こうした「危機の（あるいは、危機と思われている）時代」には、即効的な対
処・解決を過激に訴える煽動家が登場し、国家・社会は専制化（現代的にいえば、
「全体主義的」独裁化）に向かいがちなものです。他面からいえば、こういう時代
こそ、われわれは立ち止って、長年にわたって自由で公正な社会を求めて苦闘し
てきた人間（人類）の歴史を振り返り、日本国憲法前文にあるようにまさに「わ
れらとわれらの子孫のために」本当に何を大事にしなければならないのかを冷静
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に考える必要があるのではないか、と思われてならないのです。
　そういう次第で、まず立憲主義とはどういうもので、どういう歴史的過程を辿
って展開してきたのかについて一瞥しておきたいと思います。
　「自由社会」を自らの言葉として使い、権力を合理化し統制しようとしたのは
古代ギリシャ人がはじめてであったといわれます。ただ、彼らは法によって権力
の正
レジチマシー
統性を基礎づけかつ権力を統制するところまではいかなかったといわれま
す。これをなしとげたのが古代ローマ共和制であったと一般に説かれるところで
す。ここでの「法」は成文法だけではなく、祖先の慣習・慣行をも含むものであ
りました。こうした「法」の権威の終局的源泉は人民全体にあるとされ、また、
公法と私法の区別もなされたといわれます。そして法学者たちが大きな役割を果
たしたことも特記すべき事柄です。立憲主義の誕生です。
　この立憲主義の本質をよく引き継いだのが、中世イギリスでした。その姿は、
13世紀のブラクトンという人物の、「国王は何人の下にもあるべきでない。ただ、
国王といえども神と法の下にある」という言葉に象徴されています。注目される
のは、「統治」と「司法」の区別です。「統治」にあっては国王の自由裁量が許さ
れるが、「司法」にあっては裁判官が法に従って決定するところに国王は従わな
ければならないというものでした。このイギリスにあっても、当然のことですが
法律家の果たす役割は極めて大きなものでした。
　16世紀に入りますと、ヨーロッパでは国王中心の中央集権的な近代国家への脱
皮がはじまり、イギリスもその方向に動き出し、国王は「司法」にも手をのばし
てきました。それに対して裁判所が、さらに勃興する市民階級を背景に議会も、
強く反発し、1649年のピューリタン革命（国王の処刑）が起ります。その後王政
復古、さらに1688年の名誉革命へと転回します。
　この激動の一世紀を経て成立したのは、ホッブズ、ロックに代表される近代自
然法思想における社会契約説を理論的基礎とする、自由（法の支配）と責任政治
（議会主権）の結合した国家の「根本法」による統治という近代的憲法（近代立憲
主義）でした。ために、イギリスは近代的憲法（近代立憲主義）の“母国”とい
われます。
　この「根本法」はイギリスでは「憲法」と銘打った成文法典の制定という形を
とらなかったのですが、新しい局面を開いたのが一世紀近く後のアメリカ革命で
した。1776年の独立宣言にはじまって、1788年発効のアメリカ合衆国憲法によっ
て一つの区切りを迎えます（なお、1791年に憲法修正10カ条として「権利章典」が付
加されています）。
　ここでのポイントは、主権者たる国民が、憲法制定権力として、人権の保障と
権力分立（抑制・均衡）を定める成文憲法を制定して政府を創設するというもの
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です。トーマス・ペインが主張した新憲法観念です（因みに、この新憲法観念によ
ると、憲法というのは、政府の行為ではなく、人民の行為であり、政府は憲法の所産で
あるにすぎないというもので、イギリスには憲法はなく、その政府は権利なき単なる権
力にすぎない、とペインはいいました）。
　アメリカの憲法についてもう一つ注目すべきは、人民が制定した憲法は国の法
体系の中で最高法規であり、その最高法規性を担保するために司法部門に大きな
役割（違憲審査権）を担わせるというものです（これを明確にしたのが、有名な1803
年のマーベリ対マディソン事件判決です）。
　なおついでにいえば、フランス人トクビルは、1830年代にアメリカを旅行して
『アメリカにおける民主制』を著しましたが、民主制が行き着くかもしれない恐
るべき姿（20世紀の全体主義を髣髴とさせる不気味な姿）を描き、それを抑制する
対抗力の有力な一つとして司法部、法律家の役割の重要性を強調しました。いい
翻訳も出ていますから、是非読んでいただきたい本です。
　このアメリカ革命の影響も受けて旧大陸フランスで1789年に革命が勃発し、フ
ランス人権宣言（「人および市民の権利宣言」）が発せられます。この宣言には、
「権利の保障が確保されず、権力分立が規定されていないすべての社会は、憲法
をもつものではない」という有名な条文（16条）があります。この革命は旧体制
のしがらみを一挙に解体しようとする根源的で困難な革命で、体制は目まぐるし
く変転し、落ち着きをみせるのは1875年の第三共和制憲法になってからでした。
　ただ、フランス革命の影響は知的にも政治的にも甚大でした。諸国では、議会
制を導入する成文憲法を制定して国民国家への形成に向けての動きがはじまりま
す。そしてドイツでは1871年に「ドイツ帝国憲法」が制定され、それまで多くの
君主国より成っていたドイツの統一が成立します。この頃には人権観念はすっか
り消えており、特にドイツでは君主が強い指導力を発揮する立憲君主制を誇る傾
向が顕著でした。
　こうした体制下で力をつけたドイツは、1914年に第一次世界大戦に突入しまし
たが、戦争は予想外に長びき、1918年に帝国は崩壊、翌19年に「ドイツ共和国憲
法」（ワイマール憲法）が成立します。内容的に評価もされた憲法でしたが、様々
な要因・困難が重なって、1933年にヒトラーが首相となり、「全権委任法」によ
ってしたいほうだいできる権力を手中にします。全体主義体制（ナチズム）の確
立です。
　何故こういう体制が生まれたのでしょうか。もちろん簡単ではありませんが、
敢えて単純化していえば、第一に、厳しく困難な状況の中で、ドイツ国民はとに
かく強い指導者を求めたということでしょう。第二に、ヒトラーの下で経済が急
速に回復・成長していったということが大きかったと思います。例えば、工業生
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産指数は1929年（世界大恐慌の年）を100とすると1933年には66であったのが、
1938年には125となっています。また、失業者数は33年には600万以上であったの
が、37年秋までには50万以下になっています。そして1939年 9 月、ドイツ軍はポ
ーランドに進撃し、第二次世界大戦です。
　さて日本ですが、ドイツ（特に1850年制定のプロイセン憲法）に範をとったとさ
れる「大日本帝国憲法」（明治憲法）が明治22（1889）年に制定されますが、（天皇
が祖宗に承けて統治するという）神権的国体観念と（憲法によって統治するという）
立憲主義とを結び付けようとする複合的性格の強い憲法でした。権力分立も天皇
に帰一している立法・行政・司法の各大権を議会・国務各大臣・裁判所が助ける
という翼賛権限の分立という形をとりました。また、天賦人権説も退けられて
「臣民ノ権利」とされました。
　しかしこうした憲法の下で、“大正デモクラシー”が開花し（憲政の常道）、基
本的に国際協調路線をとり外交関係も良好でした。ただ、大正 4 （1915）年に日
本は第一次世界大戦のどさくさに乗じていわゆる21カ条要求を中国に突き付け、
中国革命の大勢をして反日・抗日に向かわせ、日本を未曽有の悲劇へと導く発端
を作りました。
　日本は、昭和 5（1930）年 4 月、ロンドン海軍軍縮条約を調印しますが、政友
会がこれを「統帥権干犯」と攻撃し、反軍縮アレルギーが急速に高まるきっかけ
となりました。統帥権とは軍隊を具体的に動かす最高指揮権のことですが、軍縮
が何故統帥権を犯すのか、まさに党利党略の政党にとっての自殺行為でした。
　日本の深刻な経済不況は1927年からはじまっていましたが、1929年のニューヨ
ーク株式市場大暴落はそれに追い打ちをかけました。そうした状況の中、昭和 5
（1930）年11月、浜口雄幸首相は東京駅で狙撃されました（翌年 8月死亡）。その後
は、昭和 6 年の満州事変、 7 年の 5・15事件（犬養首相殺害）と昭和ファシズム
体制が進行し、ついに昭和16（1941）年に太平洋戦争へと突入です。
　時間の関係でイタリアのファシズムに触れることはできませんが、独伊日の全
体主義・軍国主義体制は立憲主義を否定・攻撃し、社会を一色に染め上げて違う
意見や考えをあらゆる手段を使って潰し、国家目的（戦争目的）のために国民を
総動員するという体制でした。そしてこれによって引き起こされた悲劇、犠牲者
の数はすさまじいものでした。
　日本の犠牲者は300万、アジア諸国での犠牲者は2,000万ともいわれます。坂井
榮八郎さんの『ドイツ史10講』によりますと、次のようです。ゲットーや各地の
強制収容所で餓死・射殺・ガス殺などで殺されたユダヤ人は560万から590万。
なお、ユダヤ人の大量ガス殺は、開戦後ドイツの精神障害者約 7 万人が「安楽
死」させられた方法の転用であったといわれます。シンティ・ロマ（ジプシー）
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約50万が殺害。
　ポーランドでは兵員60万、民間人はユダヤ人300万を除いてもなお300万が犠
牲に。ソ連では兵員1,360万、民間人600万。兵員の500万を越える捕虜のうち300
万は餓死。ヒトラーは、ポーランドやロシアの人間を同じ人間として扱わないよ
うに厳命していたといわれます。
　ドイツでは、軍の戦死者・行方不明者は500万、負傷者400万。民間人の死者
は50万（但し、ドイツ東部でソ連によって殺害された多くのドイツ人はある事情でここ
に含まれていないようです）。
　第二次世界大戦が終ろうとする頃（日本はまだ戦争を続けており、最後に原爆投
下とソ連参戦という悲劇に見舞われるのですが）、世界平和の確保のための新たな国
際協力体制作りが課題となり、1945年 6 月のサンフランシスコ会議で国際連合を
創設するための国際連合憲章が採択されます（同年10月発効）。
　いうまでもなく、第一次世界大戦は、総動員を伴うすさまじい破壊力をもつ近
代戦争でした。これをみた日本人の中で、日本はいずれ世界を相手に戦う運命に
あるとして国家総動員論を主張したり、あるいは、欧米文明はアメリカに結集
し、アジア文明は日本に結集し、いずれ日米の間で「世界最終戦」が行われると
主張する者が現われたりしていることに留意しておきたいと思います。そのこと
はともかくとして、第一次世界大戦後も国際連盟が作られ、1928年にパリで米仏
日など15カ国で不戦条約が締結されたりしたのですが、もっとはるかにすさまじ
い悲劇をもたらした第二次世界大戦を避けえなかったのです。
　国連憲章は、次のような書き出しではじまっております。「われら連合国の人
民は、／われらの一生のうちに二度まで言語に絶する悲哀を人類に与えた戦争の
惨害から将来の世代を救い、／基本的人権と人間の尊厳及び価値と男女及び大小
各国の同権とに関する信念を改めて確認し、……」。
　ここに一世紀半近くにわたって歴史の表舞台から消えていた人権観念の復活が
みられます（これは、国際的には、世界人権宣言〔1948年〕、国際人権規約〔1966年〕
などの展開をみせることになります）。
　そして日本が昭和20（1945）年 8 月に受諾したポツダム宣言には、次のような
趣旨が規定されておりました。
　　 　①　日本国国民の間における民主主義的傾向の復活強化に対する一切の障
礙を除去すること。言論、宗教および思想の自由ならびに基本的人権の尊重
を確立すること（10項）
　　 　②　日本国国民の自由に表明する意思に従い平和的傾向を有しかつ責任あ
る政府を樹立すること（12項）
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　瞥見した立憲主義の史的展開を踏まえ、こうした国連憲章やポツダム宣言の趣
旨などを勘案すれば、敗戦国の日独伊三国が全体主義を清算し、新たに構築すべ
き憲法秩序の方向・骨子は自ずと明らかであります。それは、次の 4点に集約で
きると思います。
　　 　①　国民が憲法制定権力として、「憲法」（時には「基本法」）と称する成文
法を制定して、その法によって、必要な活動力の確保と濫用の防止に十分に
配慮した政府の統治権力の仕組み、根拠を明確にすること（換言すれば、こ
の成文法が、政府の統治権力の正
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統性の唯一の法的根拠となること）
　　 　②　その成文法は、人間（個人）の尊厳を基礎とする基本的人権の保障を
徹底すること
　　 　③　そうした内容をもつ成文法の法的規範性を可及的に実現すること
（「憲法の優位」とそれを担保する憲法裁判制度の導入）
　　 　④　戦争が立憲主義の維持にとって極めて大きな問題であることに鑑み、
平和への志向をその成文法を通じて明確にすること
　実際に制定された憲法は、それぞれの国の歴史や制定の時期などに関連して異
なるところがあるのは当然ですが（この点、石田憲『敗戦から憲法へ─日独伊憲
法制定の比較政治史』〔岩波書店〕が参考になります）、結論的にいえば、日本国憲法
はこの現代立憲主義の特徴をよく具現する憲法の一つといえると思います。
　なお、日本国憲法について、占領軍のイニシアチブで作られ、日本国国民が自
主的に制定したものでないとこだわる見方（“押し付け憲法”論）がありますが、
当時の政府・国民がその頃の国際情勢について十分な情報をもち、かつ、自己の
過去について深く考えることができたとしたら、日本国憲法のような憲法を制定
したであろうことは十分考えられうるのではないかと私は思っています。そのこ
とは、昭和20年暮から21年にかけて発表された個人・団体・政党などの憲法改正
案をみてもうかがえるものがありますし、帝国議会での審議・可決を経て日本国
憲法が公布されたときの国民の受け止め方、そして何よりも公布後70年近くにわ
たって多くの国民が支持し続けてきことによって実証されているのではないと考
えております。
　なお、自主憲法にこだわって全面改正を主張する立場は、人間（個人）の尊厳
に基礎をおく基本的人権の保障という考え方そのものへのある種の違和感に根ざ
すところがあるのではないかとも感じ、危惧しているところです。
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Ⅳ　国・社会の持続的発展の「土台」としての「立憲主義」憲法
　政治経済学者のアセモグル＆ロビンソンの『国家はなぜ衰退するのか（上）
（下）─権力・繁栄・貧困の起源』（早川書房）という興味深い本があります。
「経済制度」と「政治制度」との関係を古代ローマにまで遡って具体的に検証し、
国家の繁栄の持続にとっていかに「包括的な政治制度」が重要かを明らかにしよ
うとした書物です。ここに「包括的な政治制度」とは、“「法の支配」、そして究
極的には自由な言論で支えられる民主制”ということなのですが、これまで述べ
てきました立憲主義、立憲制と重なり合うことの多い用語のように私には思われ
ます。
　先に政治社会は、時代環境が厳しくなると、権威主義的な独裁に向かいがちだ
と申しましたが、この書物を読んでその感を深くするとともに、われわれが十分
に注意しなければならない点を改めて気付かせてくれます。こういう権威主義的
独裁は、一見効率的で頼りがいがあり、ときには目を見張るような成果をあげる
ことがあること、しかしその「舞台裏」では様々な不都合が、ときには本当に惨
むご
い現実が隠され、そのことが結局その“繁栄”の持続性を困難にすること、等々
です。
　先に、ヒトラーが政権を握るとともに、ものすごい経済成長と驚異的な雇用の
改善が進んだことをみました。ドイツ史の野田宣雄さんは、『ヒトラーの時代
（上）』（講談社学術文庫）で、「この事実が、ヒトラーの威信を高めるのにどれほ
ど役立ったかは、はかりしれないものがあろう」と述べています。しかし、その
「舞台裏」でどれほどの惨い弾圧と殺戮が行われていたかは先程も垣間見たよう
に周知のところです。
　かつてのソ連は、西側諸国の人々にも畏敬の念を抱かせるほどの急速な経済成
長を遂げましたが（1928年から60年にかけて国民所得は年に 6％成長し、1970年代に
は成長はほぼ止まっていたが、70年代になっても西側の一流の経済学者が書いた教科書
はソ連の来るべき経済支配を予言していたという）、それは独裁的なボリシェヴィキ
が強力な中央集権的体制を築き、それを利用して極めて非効率的な農業部門から
工業部門へ資源を回したためであった。そして経済的生産性をあげるために様々
なアメとムチが使われたが、持続的な成長に欠くことのできない活発な個人の創
意と工夫を生み出しえず、ああいう結果（ソ連の崩壊）になったとアセモグル＆
ロビンソンは結論づけています（因みに、ありとあらゆる法律によって、仕事を怠け
ているとみなされる労働者に対する犯罪が作り出され、1940年から55年にかけて3,600万
人がその種の犯罪で有罪になり、そのうちの1,500万人が投獄され、25万人が銃殺された
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といわれます）。
　因みに、中国の憲法は「人民民主独裁の社会主義国家」と自己規定しつつ市場
原理を導入したことで知られますが、アセモグル＆ロビンソンは、この中国もい
ずれは「包括的な政治制度」の構築に取り組まないと経済成長の持続性は難しい
であろうと示唆しています。
　それはそうとして、他方、アセモグル＆ロビンソンのいう「包括的な政治制
度」とは、「包括」という名にふさわしく、多様な人間、異質な様々な考え方や
利害をもった人間の、その多様性・異質性を維持したままの結合体ですから、そ
れを保持していくにはそれにふさわしい心掛けと努力が求められるのは当然で
す。
　20世紀前半に、バートランド・ラッセルとともに活躍したホワイトヘッドと
いう哲学者がおります。後にアメリカに移ってハーバード大学で哲学を講じた人
物ですが、彼は、自由な社会を営むには、そういう社会の「象徴的規範体系
（symbolic code）」への敬意（respect）を保持することが不可欠だといいました。
今日の中心テーマである立憲主義と関係づけていえば、「立憲主義」憲法を支え
る基本理念と制度への敬意を社会として失うことなくその継続を図るよう努力す
ることが大事だということになりましょう。「土台」がしょっちゅう変る、「土
台」がいつどのように変るか分からない、というようなところでは、政治と司法
が本来の役割を果たし、風雪に耐える建物を築き維持していけるはずはないので
すから。
　このことに関連して、注目したいのはイギリスです。イギリスは、今、ご存知
のように、EU離脱かどうかを巡って大揺れですが、様々な困難や失敗を経験し
ながらも、激動の17世紀を経て確立した近代立憲主義を300年以上にもわたって
保持・発展させてきた国です。最近の状況をみても、政治アクターたちは、例え
ば、2011年、下院の選挙を 5年間与党が勝手にできないようにする法律を制定し
たことにみられるように、互いに自己抑制・節度をもって行動しようとする気概
を示しております（首相がしょっちゅう「解散」をほのめかしているどこかの国とは
違います）。
　アメリカは、南北戦争という内戦を経験したり、ときには非常な危うさをみせ
つつ、よくいえばダイナミックな展開の中で、合衆国憲法へのコミットメントは
230年ほどに及んでいます。今話題のトランプという人物の言動は、合衆国憲法
とは異質の面が目立ちますが、それだけにアメリカの国民が最終的にどのような
判断をすることになるのか気掛りです。
　ドイツについては既に触れましたが、この間世界で最も堅牢といえるような立
憲主義体制を築き上げました。フランスはいろいろな憲法体制を経験してきた国
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ですが、現在の第五共和制憲法（1958年憲法）下の憲法院が1789年の人権宣言を
根拠に違憲審査を行うなど、憲法的規範統制の拡充に向けての動きが顕著です。
もっとも、既に触れたように、ヨーロッパの国々は今“テロと難民”の問題に直
面して苦慮しており、立憲主義の保持という観点から注視していく必要がありま
す。
　さて、日本はどうでしょうか。70年近くにわたって多くの国民が憲法を支持
し、政府も総じて真面目に憲法に従って政治を行ってきたという趣旨のことを先
に述べましたが、ここ数年、気掛りな状況が続いてきています。日銀（今日では
立憲制の一部を構成しているとみるべき中央銀行）と政府との関係のあり方、安保
法制に関連しての政府の事の進め方、あるいは放送法 4条 1 項に定められた番組
編集準則違反を理由に放送に介入する可能性を強めていること等々には、立憲主
義の基本的な理念・制度への敬意（respect）の稀薄化を思わせるものがありま
す。
　そしてそうした懸念を強めるのが、先に自主憲法論に関して述べた事柄です。
すなわち、日本国憲法の中核を成す、人間（個人）の尊厳に基礎をおく基本的人
権の保障という考え方そのものへの消極的（否定的）評価を媒介に、「真に日本
国にふさわしい新しい憲法」への志向が根底に見え隠れするからです（因みに、
自民党の憲法改正草案では天賦人権性は否定されているようにみえます）。
　もとより私は、経験や時代の変化に応じて憲法に修正を加えていく必要がある
と考えてきました。「象徴的規範体系」への敬意の必要を強調したホワイドヘッ
ドも、理性的によく考えて修正が必要だということになればそうすることを恐れ
てはならないといっています。
　もっとも、制度を変えるといっても、法律でやれることは少なくないんです。
実際、例えば、政治改革、地方分権推進、行政改革、司法改革などは、法律によ
って行われてきました。そしてそうした制度が憲法上許されるかどうかは最終的
には裁判所によって判断されることになります（違憲審査制）。しかし法律によっ
ては憲法上どうしても無理だということはありうるし、その場合は憲法修正によ
るほかありません。
　今われわれは、1,000兆円を越える財政赤字の中で、格差拡大の問題や社会保障
制度のあり方の問題、あるいは東京一局集中にかかわる様々な問題などを抱えて
います。法律でやれることもありますし、関係する法律があっても法律の求める
ように政府がやっていないこと（無視すること）から生ずる問題もあります。日
本の将来に深刻にかかわるこうした問題に本格的に取り組むために、必要な事柄
を憲法で定めるということもありうることかと思います。
　私は敢えて憲法「改正」といわず、憲法「修正」といってきました。それは、
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憲法典の条文・表現は残したまま、修正条項としてその憲法典に付け加えていく
アメリカのアンメドメンド方式を意識してのことです。われわれがその歩みを歴
史的に確認しやすいようにしておくという配慮からです。憲法修正に関しもう一
つ強調しておきたいのは、国会における発議のプロセスを含めて、国民的な十分
な熟議の確保が絶対必要だということです。憲法は、われわれの世代だけのもの
ではありません。「われらとわれらの子孫のために」（憲法前文）あるものです。
そのことは、今日瞥見した立憲主義の史的展開からも十分納得していただけるも
のと思います。
　今日の話の締め括りに入りたいと思います。私は、これまでいろいろな機会
に、日本と西洋とは違うことを強調する意見に接してきました。私は違う面があ
ること自体を否定する気持はありませんし、むしろいろいろな文脈で日本の文化
の特質を考えそれを評価してきました。しかし、同時に、日本が明治維新ととも
に取り組んだ近代国家の形成とそれを支える法制度の整備の課題を考えるとき、
そのことに関して日本人は長い人類の歴史を通じて顕現する普遍的なるもの
4 4 4 4 4 4 4
への
コミットメントを明らかにしたのではないかと考えてきました。そしてそういう
意識の素地は、既に明治維新前後の日本で生まれつつあったのではないかと思う
のです。
　明治 5 （1872）年、J・S・ミルの『自由論（On Liberty）』がいち早く中村敬太
郎（正直）によって『自由之理』として訳出されています。既に明治 5（1872）
年においてですよ！　アジアの当時の諸国のことはよく知りませんから断定はし
ませんけれども、アジア諸国の中で、近代国家形成に乗り出すにあたって、自由
とは何か、どういう意義をもつかが日本人の出発点を成す関心対象とされたとい
うことは、今の
4 4
私たちはもっと注目すべきだと強く思います。そしてこのことが
突如生じた現象でないことは、最近頂いた友人の猪木武徳さんの『学校と工場
〔増補〕』（筑摩書房）によって改めて十分に納得できました。「日本の場合、多様
なスクールが相互にその理論内容を争うという性格が強く、実証科学の分野です
でに十八世紀の初頭あたりで儒教的中国崇拝から離脱した学者が多数いたことも
注目すべきであろう。……日本には十八世紀初頭に『思想の自由』『思想の競争』
がある程度確立されていたと見ることができる」とあります。
　自由民権運動はこうした基盤の上に展開されたものであり、天賦人権説は退け
られて「臣民ノ権利」になりましたけれども、“大正デモクラシー”を生み出し
ました。この過程に潜む危うさは注意深く吟味する必要がありますけれども、大
正 7 （1918）年、美濃部達吉と並んで立憲主義の定着発展に苦闘した佐々木惣一
は、『立憲非立憲』と題する本を著し（近時講談社学術文庫として出版されていま
す）、立憲制度が「自覚した人類の性情」に適したもので、「現今世界文明の政治
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上の大則」であるとし、さらに、わが国が立憲制度を採用したことは、「我が国
自身の一大事」であるのみならず、「一般に人類の文化」、「一般人類の政治の帰
趣」にかかわる重大な意味・責任を伴う、と説いています。
　その後、昭和ファシズムに入り、大変な悲劇を経験し、われわれは、日本国憲
法を制定し、立憲主義の復活
4 4
強化を誓って再出発したわけです。因みに、佐々木
惣一は、押し付け憲法だ、自主憲法だ、明治憲法の復活だといった、弟子の一部
も含む人たちの主張について、そういうことはもういいではないか、われわれが
一番大事にすべきは日本国憲法に謳われる「基本的人権」という言葉だ、その意
味を究め、その発展を図ることこそこれからの憲法学の最も重要な使命ではない
かとよく口にされていた、と彼の秘書のような役割を果たされた方から直接幾度
も聞きました。
　駆足でいろいろなことに触れましたが、立憲主義が揺らぐことは日本の法体系
全体、日本そのものがおかしくなるということ、そしてその立憲主義を維持して
いくには“リーガル・マインド”を身に付けた人たち、さらに法律家の存在と役
割が大きいということ、を申したかったからであります。皆さんのご研鑽・ご健
闘を心から期待申し上げる次第です。
おわりに
　冒頭で、良寛さんについて最後にまた一言したいと申しました。良寛に関する
多くの本の中の一冊、柳田聖山『沙門良寛』（人文書院）に、こんな一節があり
ます。「暗いところに身をひそめると、明るいところは見すかしになりますが、
明るいところからは、暗い内部が見えません。人生を上から見るのと、下から見
るのとでは、景色はまったくちがいます。良寛は死ぬまで下を向いて法を説くこ
とがない」、と。
　「法」といっても私の専門とする「法」とは性質を異にし、良寛さんのような
生き方はもとより私には不可能なことです。しかし私が、異説・異論を許さず社
会を一色に染め上げて結局一人一人の人間を“モノ”のように扱う結果になる全
体主義体制に強い違和感、否、拒否感をもち、私の最初の著『憲法』（青林書院
新社、1981年）の「はしがき」で「立憲主義へのアフェクション」を表白したり
してその思いをずっと抱き続けてきた背景には、いつも「良寛さんの風景」があ
ったことを告白して、本日の文字通りの最後にしたいと思います。
　ご清聴有難うございました。
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〔付記〕
　本稿は、2016年 6 月15日に行われた早稲田大学法学会大会での講演を基に作成し
たものである。内容的にはほぼ講演の通りであるが、話の重複部分を削除し、説明
的なものを付け加え、流れとの関係でエピソード的なものを落しあるいは表現の仕
方を変えたりしたところがあることをお断りしておきたい。
